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研究成果の概要（和文）：本研究プロジェクトは，持続可能な交通体系の実現に資する総合的な

交通政策構築にとって必要となる，交通手段の社会的費用といった評価指標の検討，政策評価

モデルの構築等，各種の基礎的検討を行ったものである。わが国都市の自動車交通における社

会的費用の推定から，道路建設は社会的費用の減少には貢献しないが，公共交通機関の充実は

若干ではあるが貢献すること，揮発油税では1/6程度しかその社会的費用をカバーしきれてい

ないことを明らかにするなどの知見を得た。 

 
研究成果の概要（英文）： This research project explores roads toward sustainable transport, 
with particular emphasis on developing indicators such as social costs and models which 
will be able to assess related transport policies. Several arguments are substantiated 
by empirical evidence from our analyses. Especially, interesting is the study regarding 
the social costs of the roadway transport in Japanese cities. . The results indicate that 
① as the scale of the city increases, the social costs of the auto grow with accelerating 
speed; ② new roads do not contribute to a decrease in social costs, but public transport 
contributes slightly; ③ automobile use is significantly underpriced, resulting in 
over-consumption and inefficient use of resources. 
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１．研究開始当初の背景 
 環境的，社会・経済的に持続可能な社会構
築の重要性についてはいまさら議論する必
要がないだろう。その実現にとって環境的に

持続可能な交通体系への移行は喫緊の政策
課題であり，端的には社会的費用が相対的に
高いとされる自動車（とくに，自家用車･自
家用トラック）への依存度をいかに下げるか 
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が問題となる。しかし，本研究プロジェクト
開始時点では，欧米では政府系機関を中心に
研究が蓄積されつつある自動車の社会的費
用を定量的に把握する試みさえわが国では
ほとんど行われていなかった。また，持続可
能な社会構築に資する交通体系を実現する
ための政策提言を行う際に必要となる，各種
政策の交通産業ならびに交通行動，土地利用
に関する影響，またその効果分析に関してこ
れに資するモデル，さらにわが国の状況を踏
まえた知見についても，必ずしも政策議論に
耐えうるほどの十分な研究蓄積がある状況
ではなかった。そこで自動車の社会的費用を
はじめとした持続可能な交通に関する指標
を数量化して評価することを追求すること
をはじめ，持続可能な交通体系に関する基礎
的研究に複数のアプローチからこれに取り
組むこととした。 
 
２．研究の目的 
 本研究プロジェクトは，持続可能な交通体
系の実現に資する総合的な交通政策構築へ
向けて，評価指標をはじめとした同テーマに
関する基礎的研究を行うことにある。 
(1) そこで研究の第 1 の目的として，政策評
価を行う際に不可欠な要素となる持続可能
な交通に関する指標について検討すること
をめざした。なかでもその代表的存在である
社会的費用について，政策上も焦点となって
おり欧米での先行的研究蓄積のある自動車
の社会的費用を中心に数量的把握を可能と
するモデルの開発，およびその研究成果を用
いての計測を行うことをめざした。 
 
(2) コンパクトシティならびに Transit 
Oriented Development（ＴＯＤ：公共交通を
基軸にしたまちづくり）が重要な政策概念と
なっていることを踏まえ，コンパクトシティ
化が地域にどのような影響を及ぼすかにつ
いて分析すること，ならびに駅勢圏について
検討することをめざした。後者は自動車利用
者を鉄道に転換させるためには，鉄道のライ
ンホールとしてのサービスレベルを改善す
ることも重要であるが，出発地から鉄道駅，
鉄道駅から目的地という端末交通にも着目
する必要があるという点を意識した研究目
的でもある。 
 
(3) 交通政策の変化，交通事業者の行動が経
済厚生へ及ぼす影響を明らかにするモデル
構築のため，航空産業を取り上げてこれに取
り組むことが第３の目的である。同産業は，
既存のフルサービスキャリア（FSC）に加え
てローコストキャリア（LCC）の活発な参入
が，規制改革後の産業の構造的変化を受けて
発生し，市場平均運賃の低下を見せていたが，
それがどの程度の持続するのか，さらに総余

剰はどのように変化するのかについて注目
されていた。 
 
(4) 本研究プロジェクトの成果をさらに発展
させ，政策提言を行える段階までその研究水
準を発展させていく上で不可欠となる，公共
交通事業の構造分離政策の影響分析，地域公
共交通政策の動向把握を行うことが本研究
の第 4の目的である。 
 
３．研究の方法 
 研究にあたっては，大きく需要側からと供
給側からの両面からアプローチすることと
し，研究フィールドとしては前項で掲げた目
的達成のために都市と交通に関する研究を
行うものと，交通産業および規制政策の経済
モデル構築を行ものに分かれる形で，研究メ
ンバーの各々のこれまでの研究蓄積をいか
す形で各々これに取り組んだ。さらに，研究
メンバー間でそれぞれの研究成果を相互に
交流することでプロジェクト全体としての
有機的統合を図るとともに，研究代表者およ
び多くの分担者と以前から交流のあるＥＵ
政府の本分野にかかわる各種政策立案検討
委員会に関与している，デルフト工科大学の
van de Velde 氏，さらには C. Nash 教授（英
国リーズ大学）， T. H. Oum 教授，A. Zhang 
教授（カナダ・ブリティッシュコロンビア大
学）をはじめとした海外研究者とのネットワ
ークを活かして，国際的にも認められる研究
プロジェクトとなることを意識してこれに
取り組むこととした。 
より具体的には，持続可能な交通体系なら

びに交通政策に関連する内外の先行研究を
文献等から把握し，さらに内外の国際学会へ
の積極的参加，内外の人的ネットワークを活
用しての政策担当者ならびに研究者へのヒ
アリング，意見交換を積み重ねることを通じ
て政策ならびに研究の最新情報を収集する
とともに，IT に代表される様々な技術革新に
伴い，ダイナミックに変化している現実にも
注視した。 
政策の評価指標に基づく計測，さらには各

種政策分析の評価に資するために，経済統計
や国勢調査のみならず，都市圏の交通行動を
把握している大規模調査であるパーソント
リップ調査や米国における航空旅客の動向
に関する詳細なデータである O&D-CD 
Products 等に基づいたデータベースを活用し
てこれにあたり，それぞれの分野に関する実
証的研究を行うことに努めた。 
さらに節目ごとに研究成果に関する共同

セミナーを近隣の若手研究者等を招いてこ
れを実施し，本分野の研究に感心をもつ研究
者層の充実にも配慮した。 

 
 



４．研究成果 
 本研究プロジェクトで得られた主な研究
成果は下記の通りである。 
 
(1) まず評価指標としての社会費用に関して
は，先行研究をもとにわれわれが開発したモ
デルを用いて，交通事故、大気汚染、騒音、
気候変動、道路混雑を対象に、東京 23 区に
おける自動車の社会的費用の推定を行った。
その結果、東京 23区全体(2005年)で 4兆2,000
億円程度の自動車の外部費用が発生してい
ると推定されること，そのなかでもっとも大
きいのは混雑の外部費用で次いで大気汚染
だったこと，ロンドンなどの都市と比較する
と東京における混雑の外部費用は相対的に
小さいかったことを明らかにした。 
 さらに改良したモデルを用いてわが国都
市の自動車交通における社会的費用がどの
程度であるかの推定を行った。これは 2005
年における日本の 111都市のデータを用い， 
社会的費用として，道路混雑，大気汚染，騒
音，交通事故，大気汚染の５つの項目を取り
上げ推定を行ったもので，以下の点を明らか
にした。すなわち；①都市規模が大きくなる
につれて，自動車交通による社会的費用も加
速度的上昇する，②道路の建設は社会的費用
の減少には貢献しないが，公共交通機関の充
実は社会的費用の減少に若干は貢献するが，
その効果はそれほど大きくはない，③道路混
雑の項目が社会的費用の中で最も大きな要
因で，その割合は約４５％程度を占めている，
④自動車の社会的費用は，GDPの約８％を占
めており，ガソリン関連税制では 16％程度し
かその社会的費用をカバーしきれていない，
である。 
 
(2) コンパクトシティ，さらには Transit 
Oriented Development（TOD：公共交通を基
軸にしたまちづくり）といった本分野の重要
な政策概念に関する研究の結果については
下記の通りである。 
 まず都市のコンパクトシティ化が地域に
どのような影響を及ぼすのかについては，
2000年における日本の 269都市圏データを
用いて都市経済モデルを構築し，コンパク
トシティ化にどのような要因が影響を与え
るのかを検討するとともに，コンパクトシ
ティ化によって，雇用や各産業の経済活動
にどのような影響を与えるのかを，シミュ
レーションによって検討した。一連の分析
結果から，①コンパクトシティ化への要因
として交通条件の整備が重要であること，
②コンパクトシティ化の影響は卸売・小売
業，金融・保険業，不動産業，サービス業
などにプラスの効果をもたらす，ことが明
らかになった。 
 持続可能な交通まちづくりの際に重要な

キーワードとして取り上げられるTODにつ
いては，なかでも重要な駅勢圏の構造につ
いて，JR・阪急・阪神という3本の鉄道が競
合している世界でも珍しい稠密な鉄道網の
ある阪神地域を対象地域に選んで，鉄道間の
競争も含めた分析に取組んだ。得られた結果
は次のとおりである．①駅勢圏の大きさは周
辺の駅までの距離が遠いと大きいと考えら
れるが，その距離指標は端末交通手段によっ
て異なり，端末徒歩では同一路線の最寄り駅
距離，端末二輪では 3路線の最寄り駅距離の
最小値，端末自動車では 3路線の最寄り駅距
離の最大値であり，徒歩と自動車の場合に有
意であった。②駅勢圏の大きさは優等列車が
停車する場合に大きいと考えられるが，その
効果も端末交通手段によって異なり，端末自
動車で特に大きな影響を与えるが端末徒歩
ではほとんど影響を与えなかった。③端末徒
歩と端末二輪では，そもそも移動の限界旅行
距離が決まっており，駅勢圏の大きさはどの
駅でもおおむね一定で，他の要因で決まるこ
とは少ない可能性がある。 
 
(3) 航空産業を取り上げての交通政策の変化，
交通事業者の行動が経済厚生へ及ぼす影響
を明らかにするモデル構築の試みは，十分に
政策評価に耐えうるモデル構築に一定の成
果を得ることができた。その成果を用いて日
米の航空市場を分析した結果下記のような
知見が得られた。まず大手ネットワーク型航
空会社 FSCと LCC との競争において、米国
では規模の大きな LCC の参入は基幹空港で
の競争においても、第２空港から基幹空港の
大手航空会社に競争を仕掛ける場合におい
ても、統計的に有意に総余剰を増加させたが，
その増加の多くは消費者余剰の増加と LCC
の利潤から得られたものであった。一方日本
においては，路線によっては新規航空会社の
参入が、米国の事例とは異なり、期間トータ
ルとして総余剰を損なったケースも確認さ
れた。さらに，大手型ネットワーク企業は競
合する頻度が多くなるにつれ、共謀する傾向
があるけれども、大手ネットワーク型航空会
社と LCCではこの傾向が大きく弱まり、さら
に LCC同士の競争では、共謀行動は全く観測
されなかった。 
 
(4) 持続可能な交通体系において重要な役割
を果たすのが公共交通であることはいうま
でもないが，一方で公共交通については伝統
的ないわゆる「参入規制＋内部補助」型の政
策枠組が機能不全となって以来，効率性と有
効性をいかに担保する政策構築ならびにそ
の運営を行うかが大きな課題となっている。
このなかで一つの重要な取組が，端的には各
国の国鉄改革の中で導入されてきた鉄道事
業の構造分離（上下分離や水平分離など）政



策である。これが鉄道事業者の費用にどのよ
うな影響を及ぼすのかを，ヨーロッパと東ア
ジアのOECD諸国に属する鉄道事業者30社を
対象に1994年から2007年のデータを用いて
分析し，下記のような知見を得た。①旅客と
貨物サービスの分離は費用を削減する，②上
下分離は費用削減効果があるが，輸送密度が
大きい場合には費用増大をもたらす，③上下
分離が費用削減から費用増大へと変化する
分岐点は，１日当たり約90列車km／営業km
であること，である。 
 さらに地域公共交通政策については，1985
年世界に先駆けて参入規制の完全撤廃という
脱規制政策を導入した英国におけるその後の
政策展開を1990年代にはいって一部自治体で
導入され，2000年交通法で法制化された，バ
ス事業者と地方当局がいわばパートナーとな
るような協定を取り交わすQPs（Quality 
Partnerships）の役割の出現の背景とその政
策上の意味を確認した。 
 
 最後に，2011年10月，交通政策・交通経済
分野の第一人者であるNash教授（リーズ大），
Button教授（米国ジョージメイソン大）を招
いての国際シンポジウム「持続可能な社会に
おける交通政策」（日本交通学会70周年記念）
の座長（兼統括役）を研究代表者が務め，持
続可能な交通体系を効率的かつ有効に構築す
るためには，市場と公共の役割分担について
の周到な設計とその適切な運営が不可欠であ
ること，その際に多様な視点からの評価を行
うことが大切であるといった結論を引き出す
など，各種の有意義な成果を得て終えること
ができたのも，本プロジェクトを通じたわれ
われの議論集積があったからこそである。 
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